
身体的拘束等の最小化に向けた指針 

 

1. 身体的拘束等の最小化に対する基本方針 

当診療所では、ご利用者の尊厳を保持し、その人らしい生活を継続できるよう、「身体

的拘束は原則として行わない」ことを基本方針として掲げます。 

身体的拘束は、ご利用者の身体的自由を制限するだけでなく、ADL（日常生活動作）の

低下や精神的苦痛を招く恐れがあることを全職員が深く認識し、拘束を必要としないケア

の実践に努めます。 

 

2. 身体的拘束最小化検討委員会（医療安全対策委員会の一部）の設置 

身体的拘束等の削減を推進するため、診療所内に「身体的拘束最小化検討委員会（医療

安全対策委員会の一部）」を設置します。 

 

役割： 指針の整備、職員研修の企画、拘束が必要とされるケースの個別検討、実施状

況のモニタリング等。 

開催頻度： 3 ヶ月に 1 回以上（および必要に応じて随時）。 

 

3. やむを得ず身体的拘束を行う場合の判断基準 

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束は行いません。ただし、本人または他のご利

用者の生命・身体を保護するために緊急を要し、他に代替手段がない場合に限り、以下の  

「切迫性」「非代替性」「一時性」の 3 要件すべてを満たすことを確認した上で、一時的に

実施することがあります。 

 

【実施の際の 3 要件】 

・ 切迫性： 生命や身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと。 

・ 非代替性： 身体的拘束以外のケア方法では危険を回避できないこと。 

・ 一時性： 身体的拘束は一時的なものであり、状況が改善次第、速やかに解除するこ

と。 

 

4. 身体的拘束を行う際の手続き 

やむを得ず拘束を行う場合は、以下の手続きを厳守します。 

 

説明と同意： ご本人やご家族に対し、理由、期間、時間帯、具体的な内容を説明し書

面にて同意を得ます。 

記録： 実施時間、態様、心身状況、および解除に向けた検討内容を詳細に記録します。 



5. 職員に対する教育・研修 

身体的拘束等の最小化に関する意識を高め、適切なケア技術を習得するため、全職員を

対象とした研修を定期的に実施します。 

・ 採用時の新人研修 

・ 年 2 回以上の定例研修の実施 

 

6. 指針の閲覧について 

本指針は、ご利用者およびご家族がいつでも閲覧できるよう、ホームページにて公表

し、透明性の高い運営に努めます。 

 

                      令和 8 年 5 月 1 日 

                      鶴ヶ島在宅医療診療所 院長 新井尚之 


